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南海トラフ巨大地震対策の基本的方向

今後検討すべき主な課題

具体的に実施すべき対策

南海トラフ巨大地震の特徴 被害はこれまで想定されてきた地震とは全く異なるものと想定

○広域かつ甚大な人的被害、建物被害、ライフライン、インフラ被害の発生 ○膨大な数の避難者の発生 ○被災地内外にわたる全国的な生産・サービス活動への多大な影響
○被災地内外の食糧、飲料水、生活物資の不足 ○電力、燃料等のエネルギー不足 ○帰宅困難者や多数の孤立集落の発生 ○復旧・復興の長期化

超広域にわたり強い揺れと巨大な津波が発生
避難を必要とする津波の到達時間が数分

○主な課題と課題への対応の考え方

○南海トラフ巨大地震の発生確率 ○予測可能性と連動可能性 ○長周期地震動への対応

（１）津波からの人命の確保
○津波対策の目標は「命を守る」、住民一人ひとりが主体的に迅速に適切に避難
○即座に安全な場所への避難がなされるよう地域毎にあらゆる手段を講じる

（２）各般にわたる甚大な被害への対応
○被害の絶対量を減らす観点から、耐震化や火災対策などの事前防災が極めて重要
○経済活動の継続を確保するため、住宅だけでなく、事業所などの対策も推進する必要
○ライフラインやインフラの早期復旧につながる対策は、あらゆる応急対策の前提として重要

（３）超広域にわたる被害への対応
○従来の応急対策、国の支援・公共団体間の応援のシステムが機能しなくなるおそれ
○日本全体としての都道府県間の広域支援の枠組みの検討が必要
○避難所に入る避難者のトリアージ、住宅の被災が軽微な被災者の在宅避難への誘導
○被災地域は、まず地域で自活するという備えが必要

（４）国内外の経済に及ぼす甚大な影響の回避
○被災地域のみならず日本全体に経済面で様々な影響
○日本全体の経済的影響を減じるためには主に企業における対策が重要
○経済への二次的波及を減じるインフラ・ライフライン施設の早期復旧
○諸外国への情報発信が的確にできるような戦略的な備えの構築

（５）時間差発生等態様に応じた対策の確立
○複数の時間差発生シナリオを検討し、二度にわたる被災に臨機応変に対応

（６）外力のレベルに応じた対策の確立
○津波対策は、海岸保全施設等はレベル１の津波を対象とし、レベル２の津波には「命を守る」こと
を目標としてハード対策とソフト対策を総動員

○地震動への対策は、施設分野毎の耐震基準を基に耐震化等を着実に推進
○災害応急対策は、オールハザードアプローチの考え方に立って備えを強化

○事前防災 （津波防災対策、建築物の耐震化、火災対策、土砂災害・液状化対策、ライフライン・インフラの確保対策、教育・訓練、ボランティア活動、総合的な防災の向上 等）
○災害発生時対応とそれへの備え （救助・救命、消火活動、緊急輸送活動、物資調達、避難者・帰宅困難者対応、ライフライン・インフラの復旧、防災情報対策、広域連携・支援体制 等）
○被災地域内外における混乱の防止 ○多様な発生態様への対応 ○様々な地域的課題への対応 ○本格復旧・復興

（２）対策を推進するための組織の整備
○広域的な連携・協働のための南海トラフ巨大地震対策協議会の積極的活用及び法的な位置づ
けの必要性

（１）計画的な取組のための体系の確立
○総合的な津波避難対策等の観点等から、対策推進のための法的枠組の確立が必要
○南海トラフ巨大地震対策のマスタープランの策定とともに、事前防災戦略の具体化に当たっては、
項目毎に目標や達成の時期等をプログラムとして明示

○応急対策についても、具体的な活動内容に係る計画を策定

（３）戦略的な取組の強化
○ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた対策の総合化
○府省を超えた連携、産官学民の連携など、国内のあらゆる力を結集
○住民一人ひとりの主体的な防災行動が図られるよう、生涯にわたって災害から身を守り、生きること
の大切さを育む文化を醸成

○国、地方を通じた防災担当職員の資質向上や人材ネットワークの構築が大切

（４）訓練等を通じた対策手法の高度化
○行政・地域住民・事業者等の地域が一体となった総合的な防災訓練の継続的な実施
○実践的な津波避難訓練による避難行動の個々人への定着

（５）科学的知見の蓄積と活用
○地震・津波及びその対策に関する様々な学問分野の学際的な連携
○防災対策に関する応用技術の開発・普及の促進

○対策を推進するための枠組の確立

南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）の概要（平成25年５月）

2



※ [国]→国土交通省、[経]→経済産業省、 [消]→消防庁

火災対策における主な施策の進捗状況 (令和4年度調査時点)

項目 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果

住宅の耐震化率【国】 概ね解消 (R7) ⇒約87%  (H30推計)
（※住生活基本計画（R3.3閣議決定）において、
新たな目標を「概ね解消（R12）」と設定）

• 耐震化に要する費用負担等の課題があり、
H30推計に基づく耐震化率及びそれまでの
進捗の傾向を踏まえると目標の達成が困
難であったことから、目標を５年間延長
し、引き続き耐震改修促進法に基づく各
種措置や耐震診断・改修等に係る財政的
支援等を行っている。

人的・建物被害の減少

多数の者が利用する建築物
の耐震化率【国】

95% (R2) ⇒約89% (H30推計) • 耐震改修促進法に基づく各種措置や耐震
診断・改修等に係る財政的支援等を行っ
ている。

人的・建物被害の減少

耐震診断義務付け対象建築
物の耐震化率【国】

概ね解消 (R7) ⇒ 約71％(R4)
（うち要緊急 約90％）

• 耐震改修促進法に基づく各種措置や耐震
診断・改修等に係る財政的支援等を行っ
ている。

人的・建物被害の減少

電熱器具等の安全装置付機
器の販売割合【経】

100% ⇒ 100%（R4d) • 地震防災対策の必要性の高い電熱器具
（電気ストーブ、鑑賞魚用ヒータ）に関
して平成29年7月までに技術基準省令解釈
を改正し、安全対策を施した製品の製
造・輸入・販売を求めた。

災害時の電気火災対策
⇒人的・建物被害の減少

自主防災組織の活動カバー
率【消】

100%に近づけることを目指す
（R5d）
⇒90.3% (R3d)

• 自主防災組織による活動カバー率は、地
域によってばらつきがあるものの、年々
増加傾向にある。

地域防災力の向上
⇒人的被害の減少

緊急消
防援助
隊等の
増強
【消】

緊急消防援助隊
の部隊数

6,600隊（R5d）⇒6,606隊（R4d） • 緊急消防援助隊設備整備費補助金につい
て所要額を確保するとともに、各都道府
県の登録計画について進捗状況を把握し
フォローアップ等を実施した。

消防の応援体制の強化
⇒人的被害の減少

消防防災ロボッ
トの開発完了

H30dまで ⇒ H30dまでに完了 • 消防防災ロボット（スクラムフォース）
の研究開発は、平成26年度に開始し、平
成30年度に完了している。

火災対策・石油コンビナート地帯及び周辺
の安全確保
⇒人的・建物被害の減少

消防防災ロボッ
トの量産型仕様
の策定

R2dまで ⇒ R2dまでに完了 • 消防防災ロボット（スクラムフォース）
に関する量産型仕様の策定については、
平成２年度に完了している。

火災対策・石油コンビナート地帯及び周辺
の安全確保
⇒人的・建物被害の減少
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火災対策における主な施策の進捗状況 (令和4年度調査時点)

※ [国]→国土交通省、 [消]→消防庁

項目 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果

「地震時等に著しく危険な
密集市街地」の解消割合
【国】

対象面積約4,000ha (H23d)
解消割合を100%に近づけることを目
指す（R2d） ⇒ 56% (R4d)
（※住生活基本計画（R3.3閣議決定）において、
新たな目標を「危険密集市街地を概ね解消
（R12d）、ソフト対策の実施率を100％
（R7d）」と設定）

• 避難地・避難路の整備、建築物の
不燃化等により、着実に解消を進
めてきているが、未接道敷地や狭
小敷地、権利関係の輻輳や権利者
の高齢化等の課題があり、それま
での進捗の傾向を踏まえると目標
の達成が困難であったことから、
目標を10年間延長し、引き続き密
集市街地の整備改善への支援等を
行っている。

密集市街地の延焼の拡大防止・避難向上
⇒人的・建物被害の減少

エネルギー・産業基盤災害即
応部隊の編成【消】

12部隊（H30ｄ）
⇒12部隊（H30dまでに完了）

• 石油コンビナート等エネルギー・
産業基盤の被災に備え、特殊災害
の対応に特化した部隊として「緊
急消防援助隊の編成及び施設の整
備等に係る基本的な事項に関する
計画」に位置づけ、消防組織法第
50条に基づく、無償使用制度によ
り配備を行った。

石油コンビナート防災対策の充実強化
⇒人的・建物被害の減少



火災対策における定性目標の取組状況について (令和4年度調査時点)

5※ [内]→内閣府、 [消]→消防庁、 [経]→経済産業省

分野 定性目標 これまでの取組状況(令和4年4月時点)

電気に起因する
出火の防止
【内・消・経】

感震ブレーカー等の普及を加速 ・内閣府、消防庁、経済産業省の３府省庁連名の感震ブレーカー普及啓発チラシを作成。
・地震火災に関する動画を公開するなどし、感震ブレーカーの普及促進を図っている。
・経済産業省ホームページへ、感震ブレーカー普及促進のためのページを作成し、検討会報告、ガ
イドライン、評価機関一覧、普及啓発チラシ等を掲載。

地震に対する初
期消火対策
【消】

住宅用火災警報器や防炎カーテン
等の防炎品、住宅用消火器やエア
ゾール式簡易消火具の普及を促進

・各消防本部による住宅用火災警報器、防炎品、住宅用消火器等の普及啓発に取り組んでいるほか、
住宅防火に関する動画の作成及び公開による広報活動を実施

大規模集客施設に設置される自衛
消防組織の要員の消防団加入を始
めとする充実・強化を図る

・事業所の自衛消防組織の構成員の入団等、消防団への組織的な協力について、事業所や経済団体
に働きかけるよう各地方公共団体に向けて働きかけを実施
・消防団活動に積極的に協力している事業所を消防団協力事業所として認定し、表示証を交付する
消防団協力事業所表示制度の普及及び地方公共団体による事業所への支援策の導入促進を図ってい
る。

大規模集客施設におけるスプリン
クラー設備の耐震化を推進する

・「スプリンクラー設備等の耐震措置に関するガイドライン」を平成30年５月に策定し、消防機関、
消火設備業界団体、設計者団体あてに周知

常備消防力の強
化【消】

消防職員数の確保や市町村の消防
の広域化や連携・協力、消防防災
施設・設備の整備を行う

・消防広域化推進アドバイザーを派遣し都道府県及び市町村における消防の広域化や連携・協力の
取組を支援するとともに、これらに伴って必要となる経費に対し、必要な財政処置を講じている。
・消防防災施設整備費補助金により、常備消防に必要な施設や設備の整備を進めている。

消防団の充実・
強化【消】

地域防災体制の中核的存在である
消防団について、団員数の増加に
努める

・報酬等の処遇改善、若者や女性を含む多様な主体に向けた広報、機能別消防団制度の活用の促進
等に取り組んでいる。

消防団の避難誘導や救助活動を安
全に行うために必要な資機材、車
両、施設等の整備充実及び教育訓
練の充実を図る

・救助用資機材を搭載した多機能消防車を無償で貸し付け、消防団員に対する訓練を支援
・消防団員が救助用資機材等を安全で円滑に利用できるようにするため、都道府県の消防学校にお
いて技術講習を実施している。

緊急消防援助隊
等の増強【消】

拠点機能形成車両、津波・大規模
風水害対策車両等の車両やヘリ
ポート・救助活動拠点等施設の整
備促進を図る。

・津波・大規模風水害対策車については、令和2年度末に47都道府県に対し配備が完了している。
・拠点機能形成車については、47都道府県に配備する方針であり、25台が配備済み。
・救助活動等拠点施設等（ヘリポートを含む）については、消防防災施設整備費補助金の対象とし、
整備を促進

自衛隊等との連携強化を図る。 ・自衛隊輸送機等による緊急消防援助隊車両・人員の輸送に関し、自衛隊との積載検証を実施中



出典：地震本部

出典：地震本部

出典：神戸市

出典：内閣府

出典：総務省消防庁

出典：地震本部

住宅消火器や火災報知器の設置率の低さによる初期消火の遅れ コンビナートなどの石油タンクからの大規模火災消防活動が困難な木造住宅密集市街地
における延焼拡大

沿岸部では津波により流出した家屋や自動車、プロパンガス
ボンベなどから出火（津波火災）

倒壊した建物、火気器具からの出火、通電火災などにより、次々と火災が発生し、
広範囲で延焼する

火災による被害の全体像
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〇地震発生直後から各地域において、火災が同時多発的に発生しており、特に神戸市内が多数の火災により大きな被害を受けた。
〇火災の発生原因としては、早朝から火気を使用する市場関係や工場などからの出火、建物の倒壊による出火、電気設備・器具
からの出火などが報告されている。
〇延焼拡大の原因としては、古い木造家屋の密集、可燃物量の多さなどが指摘されている。
〇道路をふさいだ倒壊家屋や瓦・モルタルの落下も、延焼拡大を助長したものと考えられる。また、一部には飛び火による延焼
事例もあった。

府県 火災発生件数（件） 焼損棟数（棟） 焼損面積（m2）

兵庫県 251 7,443 832,151

大阪府 32 37 2,492

京都府 1 2 20

奈良県 1 1 -

計 285 7,483 834,663

写真提供：神戸市

消防庁調べ 平成12年1月11日時点

松本通4丁目西を望む 会下山公園より東を望む 久保町7丁目西側

1995（平成７）年阪神・淡路大震災における地震火災の発生状況



■被害様相
地震発生直後 概ね１日後~数日後 概ね１ヶ月後 【更に厳しい被害様相】

○より厳しいハザードの発生
・震度6強等の強い余震とそれに伴う津波警報等の
頻発により､コンビナート施設の事業再開が遅れる。
○被害拡大をもたらすその他の事象の発生
・屋外タンクの規模に応じて、津波が10メートル
～24メートルを超えるような非常に大きな津波が
来る場合にあって、屋外タンク等から大量の可燃物
が流出し、当該可燃物が変質する前に漂流がれき等
による海面火災が発生したときに、海面火災が拡大
する。
○二次災害の発生
・海面火災が、他の可燃物のタンクや逃げ遅れた大
型タンカー等の直近に迫り当該タンク等が長時間火
炎にさらされた場合、更に被害が拡大する。
【主な防災・減災対策】
○予防対策
・施設の耐震化、津波対策
○応急・復旧対策
・速やかな復旧体制の整備

【施設の被害】
・地震や津波の影響が大きい場合には、タ
ンクや配管等の火災、流出等の被害が発生
する。
・長周期地震動の影響が大きい場合には、
石油タンクの原油等が振動するスロッシン
グによる被害が発生する。
・大規模な石油タンク等は、おおむね耐震
対策等が完了しており、既知の地震動によ
る石油等の流出の危険性は極めて低い。
【周辺への影響】
・石油タンクの火災は、当該タンクに限定
される場合が多く、その場合には輻射熱の
周辺への影響は小さい。
・毒性ガスや可燃性ガスが大量に漏洩した
場合には、コンビナート区域を越えて周辺
に影響が及ぶ。

【復旧】
・タンク被害等に被害が
限定される場合には、他
のタンクを利用する等の
代替措置により、早い段
階からコンビナートとし
ての機能継続が図られる。

【 事 業 再 開 の 困
難】
・地震被害の範囲
が大きい場合には
点検及び修復に相
当の期間を要する。
・浸水の影響が大
きい場合には、浸
水した機器の復旧
等のために、事業
再開に相当の期間
を要する。

■被害想定
平成24年度「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」より

〇静岡県から大分県の臨海部にかけて最大で流出約60施設、破損等約890施設
の被害が発生すると想定される。
（注１）石油コンビナート地区では、被害拡大を抑止する対策が実施されており、
基本的には人命に影響を与えるような被害拡大は生じないと考えられるが、周辺に市
街地がある場合には影響が及ぶ可能性も考慮に入れる必要がある。
（注２）揺れによる影響にとどまらず津波による流出や火災が発生した場合は、コン
ビナート地区内及び周辺に影響が拡大する可能性も考慮に入れる必要がある。

危険物・コンビナート施設の被害想定および被害様相
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浮き屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災
に対応するため、大容量泡放射システム
を平成20年11月までに特定事業所に
配備することが義務付けられた。

（参考）石油コンビナートと南海トラフ震度分布

【強震動生成域が陸側寄りの場合の震度分布図（平成24年度被害想定）】

総務省消防庁 令和４年消防白書より作成
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地区防災計画を策定した地区において定めるべき具体的事業計画（地域防災力充実強化法第７条第２項）に基づく事業や、消防団、自主防
災組織、女性防火クラブ又は少年消防クラブが地域の防災組織等と連携して行う事業を支援し、消防団の充実強化、地域防災力の向上を図
る（令和２年度～令和４年度まで実施。なお、令和５年度からは「自主防災組織等活性化推進事業」を実施している。）。

消防本部・
消防署

都道府県
市町村

消防庁 全国に
事例を共有

社会福祉
協議会

医療機関

消防団 自主防災
組織少年消防

クラブ
女性防火
クラブ

防災士会

学校

事業所

ボランティ
ア

NPO

委託調査事業の実施後、
取組の成果を検証し、
消防庁に報告

都道府県・市町村からの
提案を受け、先進的な取組を
委託調査事業として採択

連携する取組

①具体的事業計画（充実強化法第７条第２項）に基づく事業
②消防団、自主防災組織が地域の防災組織等と連携して行う事業
（対象事業の例）
・ 感染症対策を踏まえた避難所運営合同訓練の実施（訓練の実施に伴い、マスク、消毒液、体温計、
パーティションを、感染症対策として備蓄すること等を含む。）
・ 消防団員が指導する立場で住民等に対して訓練や研修等を実施
・ 具体的事業計画に基づく取組
・ 消防団、住民、事業者等で構成される協議会等の設立・運営
・ 自主防災組織の設立支援
・ 女性防火クラブの設立支援
・ 少年消防クラブの設立支援
・ 女性防火クラブ等による火災予防啓発活動
・ 防災マップの作成
・ 自主防災組織等への加入促進のためのPR活動
・ 防災訓練の実施
・ 防災教育の実施（防災講演会、リーダーの育成をはじめとする防災研修会等）
※自主防災組織等が実施する小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に対する防災教育につ
いては、「消防団の力向上モデル事業」の対象とし、本事業では対象外
・ 防災資機材の整備
※資機材や消耗品等の物品の購入のみの事業は不可

※事業1件当たりの委託額 下限額50万円、上限200万円
※事業実施数：R2:15事業、 R3:22事業、R4:20事業

※総務省消防庁ホームページ提供資料を基に内閣府作成
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愛知県美浜町の事例

事業の実施体制

事業の内容
自主防災会が主体となり、町、消防団、愛知県美浜少年自然の家（指定管理：NPO法人愛知ネット)日本福
祉大学講師及び（株）feelingsと連携して、下記の防災事業を実施し（１年目）、実施した結果をもとに、実
施事項を整理し、地区防災計画を作成し、住民への定着を図るものである。（２年目）
①区民への広報：回覧板及び案内文書等により各種防災事業への参加を呼掛け
②まち歩き：自主防災組織委員等が、防災マップ作成のためのまち歩きを実施
③防災マップの作成：まち歩きで得た地区の危険箇所、消防団車両の通行可能範囲及び避難カードなどを記載
した防災マップを作成
④防災訓練の実施：コロナ禍での訓練のため、各世帯ごとに実施
⑤食料・水の備蓄：２００人分の食料・水を１週間分整備するとともに備蓄倉庫の棚を設置
⑥消毒薬剤等の備蓄：感染症対策としての消毒薬剤、マスク等２００人分を備蓄
⑦防災講演会：コロナ禍における避難所運営について講演を実施

（総務省消防庁ホームページで公開している「令和２年度消防団・自主防災組織等の連携促進支援事業事例集」より抜粋）

消防団・自主防災組織等連携促進支援事業（令和2年度～令和4年度）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
URL:https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/ikusei010.html
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※住宅火災件数は、出火原因のうち「放火」を除く。
※住宅火災死者数は、放火自殺者等を除く。
※「設置率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分のうち、一箇所以上設置されている世帯（自動火災報知設備の設置により住宅用火災警報器の設置が免除さ
れている世帯を含む。）の全世帯に占める割合である。
※「条例適合率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置されている世帯（自動火災報知設備の設置により住宅用火災警報器の設置が免除されている
世帯を含む。）の全世帯の占める割合である。
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住宅用火災警報器の普及と住宅火災の状況



（参考）地域における住宅用火災警報器普及・維持管理推進活動事例①

全国春季火災予防運動の際、事前に地域住民へ世帯
訪問を周知し、町の担当者及び消防団と協力し、全世
帯への火災予防広報と住宅用火災警報器の設置状況調
査を行った。
その際、未設置世帯への設置促進を図っており、ま

た、点検や手入れの方法などの適切な維持管理につい
ても周知している。
さらに、取り付けが困難な高齢者のみの世帯や、取

り付けを希望する世帯への設置対応も行っている。

【南消防署河浦分署（天草広域連合消防本部：熊本県）】

戸別訪問の様子

熊本県の事例 福島県の事例
町内会協議会、地元消防団、行政センターと合同で

地域内の全戸を約１ヶ月かけて個別に訪問し、住宅用
火災警報器の設置状況の調査とともに、その必要性と
火災予防についての啓発を行った。
また、高齢者や障害などにより設置が困難な世帯に

対し、職員自らが訪問し設置を行う【住警器設置孫の
手作戦】を実施している。

【郡山消防署中田分署（郡山地方広域消防組合：福島県）】

12
周知用ポスター

戸別訪問の様子



東日本大震災での太陽光発電システムによる火災について

13

〇東日本大震災で発生した火災の中で、太陽光発電システムに焼損被害のあったものは、３件把握している。なお、この３件は、津波の被害を
受けた地区で発生した。

（１）３ 階建て住宅の１階車庫内に設置された
太陽光発電システムのパワーコンディショナが津波に
より浸水し、パワーコンディショナ内部の配線から出
火した。津波被害を受けた翌日の午前中に焼損を
発見した。発見時は日射のある天気で、発電による
電力で発火したものである。住民は避難所にいたた
め無人であった。発見時、パワーコンディショナ内はま
だ湿っていた。駆け付けた消防隊員が粉末消火器
で消火した。被害はパワーコンディショナ内部だけで
ある。

（3）建物１階外壁に設置された太陽光発
電システムのパワーコンディショナ（接続箱機
能も内蔵）と思われる機器が津波で浸水した。
屋根上の太陽電池からの電力入力配線に力
がかかり機器筺体から配線が脱落したことによ
り短絡し、配線被覆が焼損したと考えられる。
被害は筺体付近の配線のみである。焼損が発
見されたのは津波被害から約２週間後であっ
た。

（２）２階建て住宅に設置された太陽光発電シ
ステムのパワーコンディショナが津波により浸水し、配
線に付着した塩分などの影響で絶縁が劣化し、微
小電流が流れ続けることで発熱が起こり、約 ２ヶ
月後に出火したと思われる。住民は避難所にいて
無人であった。火災を発見したのは近くにいた作業
員である。消火活動はなかった。被害は金属筺体
でできたパワーコンディショナ内部だけで、配線被覆
部分が焼損した。

事例① 事例② 事例③

総務省消防庁
平成25年３月26日事務連絡「太陽光発電システムを設置した一般住宅の火災における消防活動上の留意点等について」より作成



目的
津波の発生を念頭に置いた屋外タンク貯蔵所に係る予防規程の策定

大津波警報の発表・
津波の発生

事業所内職員の安全な避難

屋外タンク貯蔵所からの
危険物流出事故を防止

気象庁 事業所内事務所等

大津波警報 作業指示

● 事業所内事務所等の「情報伝達責任者」は、大津波警報を受信した場合に、多数の事業所内職員に「情報伝達手段」により「情報
伝達内容」を伝達する。
注）情報伝達責任者は誰か。地震により商用電源が断たれている場合も対応可能か。津波警報、津波注意報の場合も含めて各職員に、
津波の大きさ、津波の到達時刻（避難完了すべき時間）、行動内容等が的確に伝達できるか。夜間、休日も含めた体制が構築さ
れているか。

● 事業所内職員は、各々が事務所等から伝達された情報を踏まえて「行動すべき内容」を行う。
注）情報伝達内容を踏まえ、各職員は迅速かつ確実に被害軽減措置及び避難を行えるか。各職員が想定される所在地から津波避難施
設までの避難ルート及び避難所要時間を把握しているか。弁を閉止すべきタンクは●●基あり、情報伝達内容に応じて確実に閉
鎖する方法があらかじめ定められているか。

大津波警報発表から津波来襲までの時間に応じた緊急遮断弁の閉鎖方法について、予備動力源及び遠隔操作機能の活用も含め
て事前に定めておく。その際に、特に留意すべき事項の一例を次に示す。

事業所内職員

※ 予防規程とは、一定規模以上の危険物施設を有する事業所が火災予防等のために規定したものであり、市町村長等の認可を
受けなければならない。屋外タンク貯蔵所では指定数量の倍数が200倍以上の場合が対象となる。

※ 津波によるタンクの被害状況をあらかじめ想定するために、津波被害シミュレーションを行う必要がある。

緊急遮断弁
の閉鎖

配管破損による屋外タンク貯蔵所か
らの危険物流出事故を防止

屋外タンクの津波火災対策

14
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小規模屋外貯蔵タンクの津波火災対策

提供：総務省消防庁
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大規模地震時の電気火災の発生抑制に関する検討会（平成27年３月）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
大規模地震発生時には、火災が同時に多くの地点で発生するおそれがあるため、消防力が不足し、住宅密集地等では大規模な火災の危険性が高くなる。�近年の大規模地震発生時においては電気に起因する火災が多く発生している。平成23年3月11日に発生した東日本大震災における本震による火災では、原因の特定されたもののうち過半数が電気に起因したものであった。
地震に伴い、大規模かつ長時間に及ぶ停電が発生しており、停電からの復旧後の再通電時に出火する、いわゆる「通電火災」の発生が懸念される。�このような「通電火災」が発生した場合、住民が避難所等へ避難しており、出火時の初期消火が行えないといったおそれがある。�具体的に想定される「通電火災」のメカニズムについては次のとおりである。�▶　転倒した家具の下敷きになり損傷した配線などに再通電し、発熱発火する�▶　落下したカーテンや洗濯物といった可燃物がヒーターに接触した状態で再通電し、着火する�▶　転倒したヒーターや照明器具（白熱灯など）が可燃物に接触した状態で再通電し、着火する



17

「危険密集市街地※１」において、道路・公園等の公共施設の整備、老朽建築物の除却・建替えや、備蓄倉庫の設置、防災マップの作成、避難・消火訓練等を促進することにより、ハー
ド・ソフトの両面から密集市街地の整備改善を推進

地域防災力の向上に資するソフト対策の実施率※２

約46％
(令和2年度末)

１００％
（令和7年度まで）

危険密集市街地の面積※２

約2,220ha
(令和2年度末)

おおむね解消
（令和12年度まで）

※１ 密集市街地のうち、延焼危険性や避難困難性が特に高く、地震時等における最低限の安全性が確保されていない、著しく危険な密集市街地
※２ 住生活基本計画（全国計画）【令和３年３月19日閣議決定】における成果指標

「防災・安全交付金」、「社会資本整備総合交付金」、「密集市街地総合
防災事業」等により地方公共団体の取組を支援

広域的避難場所の整備

道路等の整備、
沿道建築物の不燃化

従前居住者用住宅の整備

避難路の確保

老朽建築物の除却・建替
による不燃化

公園・空地の整備

地域防災力の向上に資するソフト対策の実施率 約92％

【地震時等に著しく危険な密集市街地 （平成24年10月公表）】
都府県 市区町村 面積 面積（R4年度末）

埼玉県 川口市 ５４ha ５４ha

千葉県 浦安市 ９ha ８ha

東京都
文京区、台東区、墨田区、品川区、
目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、
中野区、豊島区、北区、荒川区、足立区

１，６８３ha ８３ha

神奈川県 横浜市、川崎市 ６９０ha ３０１ha

愛知県 名古屋市、安城市 １０４ha ０ha

滋賀県 大津市 １０ha １０ha

京都府 京都市、向日市 ３６２ha ２２０ha

大阪府 大阪市、堺市、豊中市、守口市、
門真市、寝屋川市、東大阪市 ２，２４８ha ８９５ha

兵庫県 神戸市 ２２５ha １９０ha

和歌山県 橋本市、かつらぎ町 １３ha ０ha

徳島県 鳴門市、美波町、牟岐町 ３０ha ５ha

香川県 丸亀市 ３ha ０ha

愛媛県 宇和島市 ４ha ０ha

高知県 高知市 ２２ha １８ha

長崎県 長崎市 ２６２ha ８９ha

大分県 大分市 ２６ha ０ha

沖縄県 嘉手納町 ２ha ２ha

合計 ４１市区町 ５，７４５ha １，８７５ha

危険密集市街地への対応
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【整備地区の要件】
・重点整備地区を一つ以上含む地区
・整備地区の面積が概ね５ha以上
（重点供給地域は概ね２ha以上）
・原則として住宅戸数密度が30戸/ha以上の地区
【重点整備地区の要件】
・重点整備地区の面積が概ね１ha以上
（重点供給地域は概ね0.5ha以上）
・地区内の換算老朽住宅戸数が50戸以上
（重点供給地域は25戸以上）
・住宅戸数密度と老朽住宅の割合が一定以上 道路・都市公園・河川等の整備 関連公共施設整備（交付率：通常事業に準ずる）

共同・協調化建替
個別建替（防災建替え・認定建替え）
除却等、共同施設整備、空地整備等 (交付率:1/3)

老朽建築物、
空き家等の除却
買収費、除却工事費、通損補償等
（交付率：1/2、1/3、2/5）

従前居住者用受け皿住
宅の整備
都市再生住宅等整備事業
調査設計計画、従前居住者用賃貸
住宅整備等
（交付率:1/３、1/2、2/3）

道路・公園等の整備
コミュニティ施設の整備
（交付率：地方公共団体1/2

民間事業者等1/3）

沿道建築物の不燃化
延焼遮断帯形成事業
一定の要件を満たす沿道建築物の外
壁・開口部・屋根等の整備等
（交付率：1/3)

崖地や狭小敷地、無接道
敷地等に立地（通常とは
異なる工法により除却）す
る場合などの掛かり増し費
用を補助対象に追加

地方公共団体と協定等
を結んだ民間事業者等
が広場、緑地、公園等
の整備を行う場合に交
付率を引上げ
（1/3→1/2）

拡充：広場等の整備

共同化による防災性の向上
（耐火又は準耐火建築物）事業前 事業後

調査設計計画（権利変換計画作成を含む）土地整備、共同施設整備 （交付率：1/3）

市街地大火の延焼防止／広域避難の確保

街区レベルの延焼防止／一次避難路の確保

「
防
災
環
境
軸
」
の
形
成

街
区
内
部
の
整
備

防災街区整備事業

ソ
フ
ト
対
策

計
画
策
定
・

調査・計画策定
事業化コーディネート・協議会活動・地域防災力の向上に資するソフト対策支援等
整備計画策定等事業
（交付率：1/2、1/3等）

権利変換方式
（除却、移転についての
強制力の付与）

事業前

防災上課題のある
密集市街地の整備改善

事業後

「防災環境軸」の形成

街区内部の整備

計画策定・ソフト対策
耐震改修・防火改修等
改修、建替え、除却 (交付率:11.5％等)

拡充：防火改修・建替え

※地方公共団体が、①防火規制の上乗せ、②規制誘導手法等
の活用又は③GISの活用を行う場合に限る。

限度額（国＋地方） 設計・改修等を
総合的に行う場合 左記以外

耐震改修等 100万円／戸 34,100円／㎡×23％
耐震改修＋防火改修等 150万円／戸 51,200円／㎡×23％
防火改修等（新設）※ 50万円／戸 17,100円／㎡×23％

耐震改修を伴わない防火改修等への支援を創設

拡充：斜面地等の除却

密集市街地の着実な解消に向けて、未接道敷地、斜面地等で住宅の除却・更新が進まないなどの課題に対応して防災性の
向上を図るため、建替え困難敷地での防火改修等や、重機の進入が困難な斜面地等での除却、地方公共団体と協定を結
んだ民間事業者による広場整備への支援を強化する。

密集市街地の解消への支援策



〇平成28年12月22日10時20分頃に新潟県糸魚川市のラーメン店において、大型コンロの消し忘れにより出火した。焼損棟数は147棟（全焼120
棟、半焼５棟、部分焼22棟）、焼損床面積は30,213.45m²にも及んだ。17人が負傷（一般人２人（軽症２人）、消防団員15人（中等症１
人、軽症14人））したが、死者は発生していない。

〇本火災の火元建築物の立地していた区画は、昭和初期に建てられた防火構造に該当しない木造（いわゆる裸木造）の建築物が密集しており、比
較的火災に対する性能が低い区画であった。一方で、焼損したエリア全体を見ると、木造の建築物が約９割を占めているものの、消防車両が進入可能
な道路が整備され、比較的新しい建築物も混在していた。

総務省消防庁 平成29年版 消防白書より作成

被災状況写真（糸魚川市消防本部提供）

強風により、火元及び延焼先から大量の火の粉や燃えさし
が広く飛散し、風下側の木造建築物への飛び火によって、
同時多発的に延焼拡大した。商店街が焼け野原に

（糸魚川市消防本部提供）

糸魚川市消防本部提供

３階建てのビルよりもはるかに
高い火柱
（糸魚川市消防本部提供）

（参考）糸魚川市大規模火災について
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〇住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）の基幹事業（地域防災力向上事業、地区公共施設整備
（防災関連施設）等）により支援し、ソフト対策の促進を図る

ソフト対策の区分 ソフト対策の内容

①家庭単位で設備等を備える取組
感震ブレーカーの設置促進

住宅用消火器の設置促進 等

②地域単位で防災機能の充実を図る取組

消防機能の充実
・消防水利の整備

・街角消火器、可搬式ポンプ、防火バケツ等の設置 等

防災関連施設の充実
・防災備蓄倉庫の整備

・耐震性貯水槽の整備 等

避難場所等の機能向上
・民地を活用した避難経路の確保

・避難場所、避難路のバリアフリー化 等

③地域防災力の実効性を高めるための取組

地域の防災情報の充実
・防災マップ、ハザードマップの作成

・災害時要援護者の名簿作成 等

防災訓練の実施 ・消火訓練、避難訓練 等

防災パトロールの実施

防災に関する人材育成
・地域防災リーダーの育成

・シンポジウム、戸別訪問等による防災意識の啓発 等

防災機能の維持管理
・地域住民による避難場所等の維持管理

・防災備蓄倉庫の防災備品の管理 等

密集市街地におけるソフト対策の内容と支援策
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取組を実施して

いない

0地区 （0%）

1つの区分を実施

3地区 （3%）

2つの区分を実施

6地区 （5%）

3つの区分を全て実施

102地区

（92%）

危険密集市街地111地区のうち、3つの区分全ての取組が
実施されているのは102地区(92%)、2つの区分の取組が実
施されているのは6地区(5%)、1つの区分の取組が実施され
ているのは3地区(3%)で、取組を実施していない地区はない。

ソフト対策の3つの区分のうち、「①家庭単位で設備等を備え
る取組」が実施されているのは107地区、「②地域単位で防
災機能の充実を図る取組」が実施されているのは105地区、
「③地域防災力の実効性を高めるための取組」が実施されて
いるのは109地区となっている。

②地域単位で
防災機能の充
実を図る取組
105地区

①家庭単位
で設備等を
備える取組
107地区

③地域防災力の
実効性を高める
ための取組
109地区

102地区

1地区 2地区

3地区

1地区 2地区

0地区

取組未実施 0地区

（令和5年3月時点）

危険密集市街地におけるソフト対策の実施状況
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感震ブレーカーの普及に向けた取組状況について①（平成28年３月）
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感震ブレーカーの普及に向けた取組状況について②（平成28年３月）
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【東京都の取組事例】

東京都では、感震ブレーカーの設置率が１割に満たない状況である中、木
造住宅密集地域において、町会・自治会と連携し、出火防止に効果的な
感震ブレーカーを希望する対象世帯に直接配布し、都民の出火防止対策
を促進していくこととしている。

【調査対象】
南海トラフ地震防災対策推進地域
に指定されている市町村であり、かつ、
「地震時等に著しく危険な密集市街
地」に居住する世帯
【回収数】 1,503世帯

【問】 感震ブレーカーを自宅に所有または設置していますか。

感震ブレーカーに関する意識と普及状況に関する調査（平成30年９月 内閣府実施） 感震ブレーカーの種類

平成30年9月に内閣府が実施した感震ブ
レーカーに関する意識調査において、感震ブ
レーカーを設置していると回答した世帯は
15％であった。

（出典：東京都「東京防災プラン進捗レポート2023」）

感震ブレーカーの普及に向けた地域の取組について



家庭で「止める」
マイコンメーターの設置

1997年～
設置義務化
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50km2，5万件
/ブロックが目安

ブロック内に
地震計（SI計）

を設置
被害が大きい
地域を局所的
に供給停止

提供：一般社団法人日本ガス協会

低圧バルブ（常閉）

 低圧ガス導管ネットワークを物理的に（予め）切り離し
 供給を止める単位となる「防災ブロック」を形成

中圧バルブ

地域で「止める」
防災ブロックの形成

東日本大震災，平成28年
熊本地震において，都市ガ
ス起因による2次災害ゼロに
大きく貢献

マイコンメーターが大きな地震（震度5相当の揺れ※）
を感知したときに自動で遮断 ※250gal
その他、以下の状況下でも遮断する
●異常に大量のガスが流れたとき
●長時間ガスが流れ続けたとき

マイコンメーター

（参考）地震時の都市ガス火災対策について
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